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平成1６年３月期  第１四半期財務情報（連結） 
平成15年７月22日 

 

会 社 名        株式会社日本トリム              上場取引所 東京証券取引所市場第２部 

コ ー ド 番 号          ６７８８                 本社所在都道府県  大阪府 

（URL http://www.nihon-trim.co.jp） 

本 社 所 在 地        大阪市北区大淀中一丁目８番34号 

       代表者役職名 代表取締役社長   氏名 森 澤 紳 勝 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経営企画部長 氏名 古 閑 信 夫 ＴＥＬ（０６）６４５６－４６００ 

決算取締役会開催日  平成15年７月22日 

親会社名      （コード番号：  ― ）       親会社における当社の株式保有比率 ― ％ 

米国会計基準採用の有無    有 ・ 無 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

  当社は、中間（連結）財務諸表の作成基準をベースにしつつ投資家等の利害関係者の判断を大きく誤らせ

ない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。また監査法人による会計監査を受けておりません。 

  なお、四半期財務情報は当期より作成しているため、前年同期比との比較分析は行っておりません。 

 

２．16年３月期第１四半期の連結業績（平成15年４月１日～平成15年６月30日） 

(1) 連結経営成績                                  （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円     ％ 百万円    ％ 

16年３月期第１四半期 ２，４０９ (－) ５５１ (－) ５７０  (－)  

15年３月期第１四半期 － (－) － (－) － （－） 

（参考）15年３月期 ８，８０７    １，８６１    １，９２２     

 

 四半期（ 当 期 ） 純 利 益 
1株当たり四半期（当期）

純 利 益 

 百万円   ％ 円   銭 

16年３月期第１四半期 ３４７  (－) ７５．５５  

15年３月期第１四半期 －  (－) －  

（参考）15年３月期 ９６３     ２０９．７０  

(注) １．持分法投資損益 16年3月期第1四半期 ― 百万円 15年３月期 ― 百万円 

    ２．期中平均株式数（連結）16年3月期第1四半期 4,596,823株 15年３月期 4,592,260株 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株 当 た り 株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16年３月期第１四半期 ９，１２６ ６，４６４ ７０．８ １，４１０．０７ 

15年３月期第１四半期 － － － － 

（参考）15年３月期 ８，６８９ ６，３２０ ７２．７ １，３７３．１９ 

（注）期末発行済株式数（連結）16年３月期第1四半期 4,584,790株  15年３月期 4,602,690株 

(3) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ２ 社 持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

(4) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   ― 社 (除外)  ― 社    持分法(新規) ― 社  (除外) ― 社 

 

３．16年３月期の連結業績予想（平成1５年４月１日～平成1６年３月31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 ４，４４３   ８２２    ４０７    

通 期 ８，８１１   １，７２２    ８２０    

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）  １７８円００銭 
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１．企業集団等の状況 

 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社日本トリム）及び、株式会社トリムエレクトリックマ

シナリー、TRIMGEN CORPORATIONの子会社２社により構成されており、当社及び株式会社トリムエレクトリックマシナ

リーは電解還元水整水器等の製造・販売、及び電解水の研究開発活動を主たる業務としております。 

 また、TRIMGEN CORPORATIONでは、異常遺伝子検索診断キットの研究開発等を進めております。 

なお、当社は事業の種類別セグメント情報の開示を行っておりませんので、参考として部門別に当社グループの事業

内容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置付けを記載いたしますと、次の通りであります。 

 

(1)販売部門 

   ＤＳ事業部 職域販売を主たる販売形態とする事業部(DIRECT SALEの略) 

   業務部   ＯＥＭ販売、一般卸の事業部 

   ＳＳ事業部 百貨店、スーパーでの催事販売を主とする事業部(STORE SALEの略) 

   ＴＬ事業部 家庭用電位治療器の販売事業部(TRIM LABOの略） 

(2)保守・メンテナンス部門 

   業務部 

    ＣＳ課  顧客相談・カートリッジ販売窓口 

    業務課  アフターサービス・クレーム対応 

ＨＳ課  整水器取付サービス・顧客アフターフォロー 

(3)研究・開発部門 

   TRIMGEN CORPORATION（米国での研究開発） 

   本社開発部 

   高知開発部 

(4)整水器・電位治療器等製造事業 

   株式会社トリムエレクトリックマシナリー（当社製品の製造） 

 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

 

 

 
 

電解還元水整水器・電位治療器製造 

TRIMGEN CORPORATION 

ＤＳ事業部 

業務部 

ＳＳ事業部 

ＴＬ事業部 

ＣＳ課・ＨＳ課・業務課 アフターサービス・顧客対応 

整水器販売 電位治療器販売 

株式会社日本トリム 

株式会社トリムエレクトリックマシナリー 

研究開発・特許申請窓口 

【 海  外 】       

製造会社（連結子会社）

販売会社（当社） 

【 国  内 】

製品 

ユーザー 

連結子会社 

開発部 

MD室 

高知開発部 

研究開発部門 
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経営成績 

 (1)当期の概況 

 当第１四半期における日本経済は、景気停滞が依然続く中厳しい雇用環境に加え、デフレの長期化などを背景と

した先行き不安が続いています。民間設備投資は下げ止まり傾向がみられるものの、個人消費は低調で景気回復に

は至っておりません。 

 このような経済環境のもと、当業界は昨年度のブーム的な売上高増は見られないものの市場への認知度、健康志

向の高まりを背景に順調に推移しました。 

当社においては、引き続きトリムブランドの確立（他社との差別化）、人材の確保と育成及び顧客満足度の向上

に努めてまいりました。その結果、研究分野においては今年6月にオランダの科学誌「サイトテクノロジー」に電解

還元水の抗糖尿病に関する九州大学との共同論文を発表しました。人材においては、積極的に採用を実施しＳＳ事

業部及びＨＳ課を急拡大致しております。（ＳＳ事業部は準社員（歩合給）、ＨＳ課は外注業者に委託していた取

付業務を担当する事により固定費の負担は軽微）また、業務部においてはＴＶショッピングで数回にわたり放映さ

れ売上を計上すると伴に当社の認知度を向上させＤＳ事業部、ＳＳ事業部にも相乗効果を与えました。 

販売事業部別売上高は、ＤＳ事業部1,101百万円、ＳＳ事業部266百万円、業務部795百万円、ＴＬ事業部58百万円

となりました。 

その結果、当第1四半期連結会計期間の業績は売上高2,409百万円、営業利益551百万円、経常利益570百万円、四

半期当期純利益347百万円となりました。 

 

    【 製 品 別 売 上 高 】              

当 第 １ 四 半 期    

連 結 会 計 期 間 

前 第 1 四 半 期    

連 結 会 計 期 間 
前 連 結 会 計 年 度 期別 

品種 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

整 水 器 2,145 89.1 － － 7,739 87.9 

カ ー ト リ ッ ジ 145 6.0 － － 558 6.3 

電 位 治 療 器 59 2.5 － － 343 3.9 

そ の 他 58 2.4 － － 166 1.9 

合 計 2,409 100.0 － － 8,807 100.0 

 

 

(2) 業績の見通し 

  今後の日本国経済は依然厳しい状況が続くと思われます。また健康保険組合決算の概要が過去最悪の赤字という結

果で発表されました。しかし当社の水事業は、「医療費削減ビジネス」と考えております。人々の健康に少しでも役

立ちたいと願っており日本発の世界へ進出するオンリーワン企業になることを目指しております。 

  当期業績は、計画に対して充分上回るペースで推移しております。また当第１四半期に増員いたしましたＳＳ事業

部、ＨＳ課の売上がプラスαになる見込みです。当上期中に整水器の新製品TI-9000を販売開始致します。電解温泉

器も冬場を視野に入れ拡販に努めてまいります。  

米国現地法人TRIMGEN CORPORATIONは、DNAキットの製品化のための研究開発作業も順調で米国で7月11日～14日Ａ

ＡＣＲ（米国癌学会）での展示発表も終わり生産・販売は今期より開始予定であり、日本での発売は11月以降を予定

しております。 

今後も、研究開発、生産、販売の増強とバランスを保ちながら、組織の拡大、経営効率の向上を図ってまいります。 

株主の皆様におかれましては、今後とも相変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 

 



－  － 

 

4

 

① 要約連結貸借対照表 

当四半期 
（平成16年３月期第１四半期末） 

前年同四半期 
（平成15年3月期第１四半期末） 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

（平成15年3月期） 

期別 
 
科目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （資産の部） 
 

 
 ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産          

１． 現金及び預金  3,424,065   － －  3,374,072  

２．
受取手形及び 
売 掛 金 

 1,213,640   － －  725,714  

３． た な 卸 資 産  439,262   － －  508,185  

４． そ の 他  89,846   － －  103,222  

 流 動資産合計  5,166,814 56.6  － －  4,711,194 54.2 

Ⅱ 固 定 資 産          

１． 有形固定資産  3,386,502 37.1  － －  3,404,190 39.2 

２． 無形固定資産  49,771 0.5  － －  51,271 0.6 

３．
投資その他の 
資 産 

 523,237 5.7  － －  522,750 6.0 

 固定資産合計  3,959,511 43.4  － －  3,978,213 45.8 

 資 産 合 計  9,126,326 100.0  － －  8,689,408 100.0 

           

 （負債の部）   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          

１．
支払手形及び 
買 掛 金 

 554,725   －   335,993  

２． そ の 他  1,061,527   －   975,209  

 流動負債合計  1,616,252 17.7  － －  1,311,200 15.1 

１． 固 定 負 債  1,045,189 11.5  － －  1,057,841  

 負 債 合 計  2,661,442 29.2  － －  2,369,041 27.3 

 （ 資 本 の 部 ）          

 資 本 合 計  6,464,884 70.8  － －  6,320,366 72.7 

9,126,326 100.0 － － 8,689,408 100.0  負債・資本合計 
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② 要約連結損益計算書 

 
 
 
 
 

 

 

期別 
 
科目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

     ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 2,409,342 100.0 － － 8,807,754 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 748,600 31.1 － － 2,623,482 29.8 

 売 上 総 利 益 1,660,741 68.9 － － 6,184,271 70.2 

Ⅲ 
販 売 費 及 び 
一 般 管 理 費 

1,108,885 46.0 － － 4,322,456 49.1 

 営 業 利 益 551,856 22.9 － － 1,861,815 21.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益 28,540 1.2 － － 129,132 1.5 

Ⅴ 営 業 外 費 用 9,704 0.4 － － 68,658 0.8 

 経 常 利 益 570,691 23.7 － － 1,922,289 21.8 

Ⅵ 特 別 利 益 67,146 2.8 － － 1,029 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 17,917 0.7 － － 75,056 0.8 

 税金等調整前四半期（当期）純利益  619,920 25.7 － － 1,848,262 21.0 

 税 金 費 用 272,605 11.3 － － 885,247 10.1 

 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 347,315 14.4 － － 963,014 10.9 

        

 

 

 

（単位：千円）

前連結会計年度の 
要約損益計算書 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当四半期 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日 

前年同四半期 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年６月30日 


